
第二期中期目標の期間の終了時の検討の進め方（案）

１． 趣旨 

地方独立行政法人法第３１条に基づき、中期目標期間の終了にあたって、

当該法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他その組織及び業務

の全般について検討する。

その結果に基づいて所要の措置を講ずる。

２． 本市における実施方法 

これまで、名古屋市が公立大学法人名古屋市立大学（以下「法人」と言う。）

から意見聴取を行うとともに、法人評価委員からも意見聴取を行いながら、

法人が達成すべき業務運営に関する目標（第三期中期目標）を検討してきた。

また、毎年度の業務実績報告書及び平成２７年度に中間総括などを評価して

きた。それらを踏まえて下記の２点を実施する。

①  法人が中期目標の実現を目指して作成した中期計画案も踏まえ、法人

の業務継続の必要性を確認する。

②  中期目標を実現するために法人が作成する中期計画案で掲げられた組

織及び業務全般について、これまでの検討や評価における課題を十分に

反映しているものであるか確認し、必要に応じて法人へ対応を要請する。

※  上記対応については、法第 31 条第 2 項に基づく評価委員会の意見を

聴いたうえで、法人に通知する。

３． 今後のスケジュール 

８月２９日
〔評価委員会〕中期目標の期間の終了時の検討（以下「終

了時の検討」という。）の進め方提示

１０月下旬 〔評価委員会〕中期計画案の提示

１２月上旬 市長から法人へ中期目標の指示

１２月下旬
〔評価委員会〕終了時の検討案の提示・審議、中期計画

案の審議

 １月下旬
〔評価委員会〕終了時の検討案、中期計画案に対する意

見の決定

 ３月下旬
市長による中期計画の認可、市から市大へ終了時の検討

を受けた必要な措置について通知

参考２：第５回評価委員会資料より 



※ 参考 

＜第一期中期目標期間終了時における措置＞

２ ３ 総 大 第 １ ０ 号 

平成２４年３月３０日 

   公立大学法人名古屋市立大学

理事長  戸 苅  創 様

                    名古屋市長  河 村 た か し      

公立大学法人名古屋市立大学に対する第一期中期目標期間

終了時における措置について

公立大学法人名古屋市立大学（以下、「大学法人」という。）の第一期中期目標の

期間の終了にあたり、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第３１条第

１項の規定に基づき、大学法人が引き続き当該業務を継続する必要があるものと認め

ます。

同項に規定する大学法人の組織及び業務の全般にわたる検討の結果については、名

古屋市公立大学法人評価委員会（以下、「評価委員会」という。）による中期目標期間

の中間点における総括に関する意見書等を踏まえて、平成２２年９月１３日付けで通

知した公立大学法人名古屋市立大学第二期中期目標策定方針に明示し、さらに評価委

員会による平成２２年度業務実績に関する評価結果及び平成２２年度実施の大学評

価・学位授与機構による機関別認証評価結果等を検討し、第二期中期目標（平成２３

年１２月７日議決）に反映したところです。

大学法人におかれては、第二期中期目標の着実な実現に努められるよう、要請いた

します。

（名古屋市総務局行政改革推進部大学調整室）



※参考条文 

＜地方独立行政法人法（抜粋）＞

（中期目標の期間の終了時の検討）

第三十一条 設立団体の長は、地方独立行政法人の中期目標の期間の終了時において、

当該地方独立行政法人の業務を継続させる必要性、組織の在り方その他その組織及び

業務の全般にわたる検討を行い、その結果に基づき、所要の措置を講ずるものとす

る。

２ 設立団体の長は、前項の規定による検討を行うに当たっては、評価委員会の意見を

聴かなければならない。


